日本建築法制会議 第６６回 総会 議事録

日　時：　２０１３年３月２５日（月曜日）１３時３０分～１７時

場　所：　東京都中央区京橋２丁目６番７号　京橋区民館３号室洋室

出席者：　９名（敬称略・50音順）
大山　宏、山東和朗 、竹川忠芳 、辻 英一、辻村正美  、眞柄榮毅 、 
室田達郎、山田利行 、柳澤孝次
◎主な情報発信（敬称略）と主な意見交換（⇒）
〇配布資料（辻　英一）

・建築基準法改正に基づく【建築構造規定解釈のＱ＆Ａについて】、辻　英一、2013．３．８．
「建築物の構造関係技術規定解説書」（俗称、黄色本または縞本）の改定にともなう日事連の「Ｑ＆Ａ」の編纂など」社団法人　日本建築士事務所協会連合会、２００５年１０月１７日、１版、１刷発行

⇒　建築構造の法規定には作成時想定したモデルからおのずと適用範囲がある。

法律の想定する適用範囲外の建物や事象があり、法定の物理量の算定を強制しようとすれば、無理がでてくる。　設計者の裁量で安全側の慣用手法によって設計できるようにすることが望ましいのではないだろうか。
・「耐震偽装事件後―構造設計の何が変わったのか」木原碩美、建築雑誌、２０１３年３月
⇒　国土交通省は“業界を守る”ことから“消費者を保護する”ことへ舵をきったようだ。
・「エネルギー計画有識者会議　脱原発派入れ替え」、朝日新聞、２０１３年２月２１日
・「脱原発派の起用撤回　環境省の審議会　３委員、政権交代後」、
朝日新聞、２０１３年３月５日

・「社説　審議会見直し　旧来型の発想では困る」、朝日新聞、２０１３年３月７日

・「耕論　　選挙無効のＸデー来るか／　一人一票　高裁で明言を確認（升永英俊）、／
／区割り　最高裁判決前に正せ（藤田宙靖）／」、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞、２０１３年３月５日

・《【法曹３０００人合格】撤廃へ、政府会議素案　年２０００人前後で低迷》、

朝日新聞、２０１３年３月１７日　　　　　　

〇配布資料（山東和朗）

・「建築構造規定解釈のＱ＆Ａについての私見」、山東和朗、２０１３年３月９日

・図書回覧
イ）「新建築関係法令集」、　建設省住宅局建築指導課、東京　警眼社刊、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和２６年４月３０日発行

　　ロ）「建築基準法関係法令集」、建設省住宅局編、日本建築学会昭和２６年１１月５日

　　ハ）「建築構造基準変遷史、日本：明治・大正・昭和―構造規定の百年　」、大橋雄二、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　、財団法人日本建築センター、１９９３年１２月
〇配布資料（室田達郎）

・「木造建築界を覆う閉塞感の払拭」、室田達郎、Journal  of Timber Engineering ,2013.3．
⇒ＴＰＰ《Trans-Pacific Strategic Economic Partnership Agreement：環太平洋戦略的経済連携協定》の進展次第では、特に、日本の構造設計分野の基規準等の技術的な知見の論拠などがより一層問われてくるのではないだろうか。
　⇒　社会科学分野においてはより一層、諸分野における実態をどのような認識をしているかを精査した上で、“論のすすめ方”についてモノの考え方のひろさや緻密さやサーチのプロセス等を明らかにしていくことが肝要である。
〇配布資料（大山　宏）
・「取調べの可視化（取調べの全過程の録画）を求める市民集会２０１３」、

　　　　　　　　　日時：２０１３年３月２５日(月)　場所：弁護士会館２階講堂クレオ

・「常設型の住民投票条例　鳥取県で成立」、日本海新聞、２０１３年３月２３日
・「建築基本法シンポジウム「自然災害から生命と財産をどうやって守るか」

　　　　　　　　　　　　日時：平成２５年４月１６日(火)１４：００～１５：３０
　　　　　　　　　　　　場所：衆議院第二議員会館　１階　多目的会議室
・「朱鷺メッセ連絡デッキ落下事故の真相解明に挑む」、
ＳＤＧレポート、２０１３年２月１７日
・「弁護士ニュース、「１人１票」実現して議員選び直せ～国権の正当性取り戻そう！」、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０１３年３月７日

・「社説　科学者よ、屈するな　週のはじめに考える」、中日新聞、２０１３年２月２４日

・「１２年の新設住宅着工、５・８％増／３年連続増、首都圏・近畿圏で堅調／国交省」、
　　　　　　　　　　　　　　　　日刊建設工業新聞、２０１３年２月１日

・「被災マンション：取り壊し円滑に　借家借地権ルール見直しへ」、

毎日新聞、２０１３年１月３０日
・「耐震診断しない理由は「改修費ない」５割　都がマンション調査」、

東京新聞、２０１３年３月５日

・「耐震診断義務／全国約４０００棟を対象／国交省／５０００㎡以上特定建築物」、

建設通信新聞、２０１３年２月５日
・「国交省／耐震診断の義務化対象を拡大／促進法改正へ骨子案、容積率の超過容認も、

、日刊建設工業新聞、２０１３年１月２８日

・「耐震改修促進法改正案　今国会へ／特定建築物に診断義務／
専門家関与の仕組み構築／国交省」、建設通信新聞、２０１３年１月２８日

・「断熱材と「暑さ寒さも彼岸まで」みどりの１ｋｗｈ、http://midori1kwh.de/
⇒　ドイツ政府は１９９８年以来、再生可能エネルギー重視の姿勢を強く打ち出している。

・「強度不足・避難路なし・・・練馬区８施設で違法建築」、

読売新聞、２０１３年２月１９日

・「笹子トンネル、ボルトの接着剤不足　国交省調査」、朝日新聞、２０１３年２月１日

・「スーッと橋が落ちた」３・１１茨城・鹿行大橋、東京新聞、２０１３年２月１日

・「コストコ事故：建築士４人を書類送検へ　構造計算ミス疑い」、

毎日新聞、２０１３年３月８日

・「町田・コストコ崩落　工期短縮で構造変更」、東京新聞、２０１３年３月９日
・「業者反論「問題なし」「コスト削減をコストコ依頼」、東京新聞、２０１３年３月９日

・「伊根・太鼓山風力発電所　支柱折れ、羽根落下先端部、金属疲労か」、

京都新聞、２０１３年３月１４日

・「風力発電伸び悩み　震災前下回る導入ペース」、東京新聞、２０１３年２月１０日

・「ＪＲ日光駅１００年のロマン　謎の設計者は二十代建築家」、

東京新聞、２０１３年１月２８日

・「原爆ドーム、震度６弱で一部損壊の恐れ　精密調査へ」、

朝日新聞、２０１３年１月２６日

・「原子力問題特別委　衆院に新設　規制委の新安全基準議論」、

東京新聞、２０１３年１月２６日

・「土木学会／原発の耐震・耐津波性能で提言案／説計に「危機耐性」概念」を」、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日刊建設工業新聞、２０１３年３月６日

・「断層判断、規制委が慎重姿勢に転換　報告書案、他の専門家も検証へ」、

福井新聞、２０１３年１月２９日
・「南海トラフ巨大地震―経済被害最大２２０兆円／建物耐震化で大幅減／政府試算」、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日刊建設工業新聞、２０１３年３月１９日

・「南海トラフ巨大地震２次試算、中央防災会議／
最悪１７０兆円の経済損失／減災対策で半減／建設業も最大２．７兆円被害」、

建設通信新聞、２０１３年３月１９日

・「南海トラフ地震、被害２２０兆円想定　３．１１の１０倍」、

朝日新聞、２０１３年３月１８日
〇配布資料（柳澤孝次）

・「講習会「期限付き建築物設計指針」、日本建築学会 構造委員会 仮設構造運営委員会、

日時：２０１３年４月１７日　　　　場所：建築会館ホール

〇配布資料（真柄栄毅）

・「明治期の湖沼マップ化　わが家は液状化しないかしら」、朝日新聞、２０１３年３月８日
   　　　　　　　　　　　　  http://www.gsi.go.jp/bousaichiri/lc_meiji.html
・《「ゆっくりすべり」でも地震、周辺のずれ伝わる可能性》、海洋機構解明、》

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞、2013年1月10日

・《大震災で海底に「傷」　宮城・岩手沖　大津波の一因か》、朝日新聞、2013年3月5日

